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序     文 
 

カンボジア国（以下、「カ」国と記す）政府は、同国の開発において政府財政の円滑かつ効率的な

管理を重要な課題と認識しており、2005 年よりドナーの支援を得ながら 10 年にわたる「公共財政管

理改革プログラム」に取り組んでいます。なかでも、政府財政は、依然として援助に依存する部分が

多く、政府歳入の強化は喫緊の課題とされています。 
「カ」国政府は歳入強化の実現のため、税政策・行政の強化にさまざまな観点から取り組んでおり、

徴税機関の一つである租税総局（旧国税局、2008 年に租税総局に昇格）においても、新たな税項目

の導入、税務行政の改革などに取り組んできました。 
同努力を補完する支援として 2004 年より開始した JICA 技術協力プロジェクト「国税局人材育成

プロジェクト」（フェーズ１）では、税務調査官の人材育成を中心とした協力を行い、税務調査官（約

130 名）を対象として、税務調査実施に必要となる基本的な知識の定着をめざした活動を行いました。

結果、税務調査官の実務能力向上が図られました。一方で、租税総局が同職員の人材育成に対する問

題意識がより明確になり、フェーズ１における実績を踏まえ、税務行政に関する制度整備や総合的人

材育成を更に進め、税務行政効率化や歳入基盤強化を目的とする技術協力プロジェクトとして、2007
年より 3 年間の予定で本プロジェクト「国税局人材育成プロジェクト（フェーズ２）」が開始されま

した。 
プロジェクトはさまざまな課題を乗り越えながら、日本側・「カ」国側の協力の下、着実に活動を

展開してきました。今般、プロジェクト終了を間近に控え、「カ」国側と合同で終了時評価調査を実

施し、プロジェクトの実績を確認し、JICA 評価ガイドラインに沿って評価 5 項目の観点から評価・

分析を行い、プロジェクト終了まで、及び終了後の必要措置について、日本側、「カ」国側双方に対

する提言･教訓をまとめて合意しました。 
本報告書は上記調査の結果を取りまとめたものです。取りまとめにあたっては、本案件の評価結果

だけでなく、今後の類似プロジェクトの立案に参考になるような情報を記載するよう心がけました。

JICA 内外関係者の案件形成や実施、その他調査に役に立つことができればと考えます。なお、本調

査の実施にあたっては各方面のご関係者に甚大なご協力を賜りました。ここに深甚なる謝意を表すと

ともに、引き続きのご指導、ご協力をいただけますようお願い申し上げます。 
 
平成 22 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
JICA カンボジア事務所長 鈴木 康次郎 
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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：国税局1人材育成プロジェクト（フェーズ２）

分野：公共財政管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAカンボジア事務所 協力金額：0.92億円（2009年度末見込み） 

協力期間：2007年６月18日 
～2010年６月17日 

先方関係機関：経済財務省租税総局 

日本側協力機関：財務省国税庁、税務大学校 

他の関連協力：N/A 

１－１ 協力の背景と概要 
公共財政管理（PFM）は、カンボジア国（以下、「カ」国と記す）政府の最重要課題の一つであ

る。「カ」国政府は、1990年代から包括的な財政改革プログラムを実施しており、2005年には10
年間にわたる「公共財政管理改革プログラム（PFM-RP）」の取り組みを開始した。同プログラム

において、歳入強化は政府予算の信頼性を高めるために必要な改革の基礎をなす重要改革項目の一

つに位置づけられている。かかる背景の下、租税総局は、歳入強化を担う重要な徴税機関として、

主に税務行政の改善を通じて積極的に改革に取り組んできた。 
このような「カ」国政府の取り組みを支援するため、JICAは、日本国財務省国税庁の協力を得

て、2004年に技術協力プロジェクト「国税局人材育成プロジェクト（以下、フェーズ１と記す）」

を開始した。フェーズ１では、国税局職員、特に税務調査官を中心にした人材育成への取り組みが

なされた。フェーズ１による支援の結果、税務調査官の実務能力の向上が図られた一方、税務行政

に関する制度整備や総合的人材育成への更なる協力の必要性も確認された。このような背景から、

2007年６月に「国税局人材育成プロジェクト（フェーズ２）」が開始された。 
 
１－２ 協力内容 
本プロジェクトは、国税局が税務業務をより効率的かつ効果的に実施できるよう、同局職員の税

務調査、納税者サービスや簿記会計等、税務行政に関する能力開発を通じて、同局全体の能力向上

を図ることを目指す協力案件である。 
（１）上位目標 

カンボジア国税局（租税総局）の税務行政能力が強化され、税務業務がより効率的かつ効果

的に実施できるようになる。 
 
（２）プロジェクト目標 

カンボジア国税局（租税総局）の能力が向上する。 
 
（３）成果 

成果１：国税局（租税総局）職員として税務行政に必要とされる知識や技術が、セミナー

やトレーニングにより習得される。 

                                                 
1  2008 年に租税総局に昇格。 
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成果２：税務行政に必要となるトレーニングプログラムやカリキュラムが、税務研修所2に

て確立され、トレーニングが実施される。 
成果３3：基礎的な簿記・会計に関する租税総局（地方税務署含む）の職員の知識が向上す

る。 
 
（４）投入 

日本側： 
投入総額：0.92億円 
長期専門家：１名（業務調整／研修計画、30.5人月） 
短期専門家：14名（税務調査、納税者サービス、納税者の権利救済、人的資源管理、簿記

等、合計4.41人月） 
本邦研修：30名（2007年・税務行政コース10名）、2010年・人材育成、税務調査、納税者

サービス、徴収コース20名） 
携行機材（オフィス機器等）：12,679 USドル 
現地業務費：68,551 USドル 

「カ」国側： 
カウンターパート（C/P）の配置：経済財務省租税総局 
ローカルコスト：セミナー参加者への宿泊費及び交通費の負担 
プロジェクトオフィススペースの提供 

２．評価調査団の概要 

 担当業務 氏 名 所属・職位 

調査者 
団長 
協力計画 
評価分析 

小林 雪治 
寺門 雅代 
藤本 抄越理 

JICAカンボジア事務所 次長 
JICAカンボジア事務所 所員 
㈱インターワークス コンサルタント 

調査期間： 2010年2月25日～3月5日 調査区分： 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）成果達成状況 

成果１の指標で規定された規程案やガイドライン等の成果品はほぼ完成し、成果１はおおむ

ね達成されたと判断されるが、いくつかの活動が未完了である。活動は計画どおりに実施され、

セミナーを通じて税務行政に必要な知識と技術が租税総局職員により習得されたことが確認

された。主な成果として以下が挙げられる。 
１）多くの租税総局職員が、十分な自信をもって納税者への説明や税務調査を実施できるよう

になったとの認識をもっている。 
２）一部の職員はセミナーで学んだ分野の税務調査を正確かつ適切に実施できるようになっ

た。 

                                                 
2  2008 年の租税総局への昇格に伴い、国税学校（National Tax School）に変更。 
3  R/D では成果１に含められていたが、2009 年４月の運営指導調査時に成果３とされ、終了時評価でも、個別の成果

として調査した。 
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３）セミナー受講者は、セミナーの教材の共有や税務調査の共同実施により、セミナーで習得

した知識や技術を所属先の他の職員に普及した。 
４）プロジェクト活動によって得られた情報を活用しながら、規則やガイドライン、教材等の

取りまとめや開発がなされた。（しかしながら、一部のガイドラインや規則などの成果品は

管轄機関からの承認待ちであり、活用が始まっていないものもあることが確認された。） 
 

成果２の達成は、道半ばの状況にある。国税学校は2008年に設立され、学校設立規程、トレ

ーニングカリキュラムや教材作成にあたって、日本人専門家からの助言や関連情報が活用され

た。さらに、新採用職員のトレーニングプログラムが改善され、212名の新採用職員を対象に

実施された。指標の達成は完全でなく、現職職員への税務行政に関するトレーニングに関して

は、教材が内部のワーキンググループによって一部取りまとめられ不定期な短期トレーニング

が実施されている一方、国税学校の建物が建設途中であることやその他の理由から、包括的で

体系的なトレーニングシステムの確立には至っていない。 
 

成果３は、ほぼ達成されたといえる。簿記会計研修は計画どおりに実施され、合計で647名
の職員が受講した。少なくとも２名の内部講師を育成するとしている指標については、４名の

租税総局職員が養成され、講師として研修を担当した実績も確認された。簿記会計研修で習得

された知識によって、税務調査官が事業者の財務諸表や取引内容を正確に把握できるようにな

り、効率的かつ効果的で適切な税務調査や徴税を実施できるようになったなど、租税総局職員

の日常業務に有効であったことが確認されている。ただし、「90％の研修受講者がコース中に

実施される３つの試験において平均50点を達成する」という指標が、特に中級コースと上級コ

ースにおいて達成されておらず、また、研修受講者間の教育バックグラウンドや出欠状況のば

らつきなどから研修の理解度に差が出たことも確認されている。 
  

プロジェクト目標については、指標を立てていないが、プロジェクト活動でのセミナーやト

レーニングにより習得された税務行政に必要な知識や技術を基に、租税総局職員が適切に税務

行政を執り行えるような体制作りに貢献することができたことから、職員個人の能力強化とい

う視点からは達成されたと判断できる。 
 
３－２ 評価結果 
（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は非常に高いと判断される。 
「カ」国政府にとって税収の増加は最重要課題の一つとなっていることからも、本プロジェ

クトの「カ」国政府のニーズ及び政策への妥当性は高い。「カ」国政府は、国の財政赤字補填

を外部資金、なかでも特に開発援助に頼っているのが現状である。GDPに対する税収の割合は

近隣諸国と比較しても低く、また、国内における徴税は、納税義務意識の不足、政府による各

種免税措置、インフォーマル経済の存在などの要因から困難となっており、租税総局の税務行

政能力強化は、重要かつ必要不可欠な取り組みである。さらに、各種自由貿易協定への参加に

伴い、関税の引き下げもしくは撤廃が予定されていることから、貿易関連の税収は減少傾向に
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ある。このような現状から、同分野への取り組みは喫緊の課題となっているが、租税総局に対

する他ドナーの支援は限られていることからも、JICAによる支援の妥当性は非常に高いとい

える。また、公共財政管理を含むグッドガバナンスに重点を置くわが国の「国別援助実施計画」

「国別援助実施方針」等の政策との整合性も高い。 
 
（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は、各成果の達成を通じて、セミナーやトレーニングにより習得さ

れた税務行政に必要な知識や技術を基に、租税総局職員が適切に税務行政を執り行えるような

体制づくりに貢献できていることから、当初プロジェクトの目標である「職員個人の能力強化」

という視点からは高いと判断できる。  
 
（３）効率性 

本プロジェクトの効率性は、項目によりばらつきがみられる。投入については、当初プロジ

ェクトの目標である職員個人の能力開発には十分であったが、組織全体の能力開発には至らな

かった。租税総局職員とのインタビューの結果、日本の国税庁並びに税務大学校からの短期専

門家は計画どおり派遣され、他国の税務当局とのつながりを重視する租税総局にとって良い刺

激となり、プロジェクト活動への取り組みを促進する要因となった。しかしながら、専門家派

遣数、派遣期間、派遣方法において改善が必要であったと判断される。特に、オンザジョブ・

トレーニング（OJT）など日常業務での技術指導や助言を行う専門家の投入がより長期的にあ

れば、セミナーで習得した知識や技術を活用するうえでより有益であったのではとの評価が得

られている。 
 
（４）インパクト 

本プロジェクトは上位目標の発現に向けて正しい方向に進んでいる。租税総局による税収額

は、プロジェクト開始時と比較して２倍に増加している（2006年7,680億リエルから2009年１

兆5,430億リエル）。さらに、税務調査による徴税額並びに税務調査１件当たりの徴税額は増

加傾向にあり、税務調査が効率的かつ効果的に実施されていることがうかがえる。しかしなが

ら、租税総局組織全体の能力強化へのアプローチは十分とはいえず、①職員間でのOJTを通じ

た組織的な知識共有の促進、②習得した知識や技術を実務で活用していく環境の整備、③体系

的な人材育成システムの確立、には及んでおらず、現時点では上位目標達成の可能性は高いと

は判断できない。 
 
（５）自立発展性 

本プロジェクトを通して得られた個々の成果の自立発展性は、現時点で高いと判断できる

が、プロジェクト効果の自立発展性を確保する条件の整備状況は限定的と判断される。 
 

政策面 
政策面において、プロジェクト成果の持続性の見込みは高い。「カ」国政府は2015年まで

に歳入基盤の改革を含む「公共財政管理改革プログラム（PFM-RP）」の達成を宣言してい
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る。また、租税総局幹部も税務行政の改善を優先順位の高い課題として取り組んでいく旨を

表明している。 
 

組織面／財政面 
租税総局は、引き続き徴税機関として重要な役割を果たしていくことが確認されたもの

の、人材育成機関である国税学校が完全に機能するまでの見通しは不明確であり、現時点で

包括的で体系的なトレーニングを提供するために必要なプログラムが十分強化されたとは

いえない。さらに、トレーニング講師へのインセンティブや報酬、その他の予算を確保する

対策はとられていない。租税総局は、プロジェクト終了後も、税務行政に関するセミナーと

簿記会計研修の継続、必要予算の確保に関し強いコミットメントを示しているものの、予算

確保の可能性は依然として不明瞭であり、政府の財政状況次第となっている。 
 

技術面 
簿記会計研修において、４名の内部講師が養成され、講師として初級コース並びに中級コ

ースを担当した実績もあり、同研修の技術面における自立発展性は確保されている。研修受

講者の学習効果を上げるためには、研修コースのより適切な管理と受講態度及び出欠状況の

管理が必要である。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因、問題点及び問題を惹起した要因 
プロジェクトマネジメントは比較的良好であったが、シニアレベルの租税総局職員のより積極的

な関与や、C/Pとの定例会議の実施など、いくつかの改善点も残る。セミナーの実施に関しては、

租税総局側が「カ」国の税務の現状や課題を事前に日本人専門家と共有することで、専門家が実情

に即した講義を展開できるようになるなど、大きな改善がみられた。一方、簿記会計研修にあたっ

ては、研修受講者の能力に見合った選考、教育バックグラウンドが十分でない受講者への事前の補

完的な研修実施等の支援、より厳しい出欠管理が実現されれば、更なる効果が見込めたと考えられ

る。 
その他、一部成果の達成が限定的になった要因として、経済危機の影響から、C/Pが税収増加に

直接的につながる徴税業務を優先的に行わざるを得ず、長期的な人材育成への取り組みに対する優

先順位が相対的に低くなったこと、税務行政に関する環境のめまぐるしい変化に伴う制度や規則の

頻繁な変更により、長期的な視野に立った制度整備が困難であったこと、などが挙げられる。 
 

４．結 論 

プロジェクト目標は、当初の目標どおり「職員個人の能力強化」という視点からは達成されたと

判断できる。一方、上位目標との関係で、より体系的な人材育成を通じた租税総局組織全体の強化

は自立発展性確保のために必要であるが、その視点からは、依然として道半ばであり、更なる努力

が必要である。  
プロジェクトの妥当性は、「カ」政府の歳入基盤強化への必要性と、それにおける租税総局の果

たす役割の重要性にかんがみ、非常に高いと判断される。また、同分野に対する他ドナーからの支

援が限られていることからも、JICAによる支援の意義は大きい。 



vi 

一方、プロジェクトの有効性と効率性の達成度合いにはばらつきがみられ、プロジェクトは上位

目標の発現に向けて正しい方向に進んでいるといえるものの、租税総局組織全体の能力強化へのア

プローチは十分とはいえず、上位目標達成の可能性という意味でのインパクトは限られる。本プロ

ジェクトを通して得られた個々の成果の自立発展性は、現時点で高いと判断できるが、プロジェク

ト効果の自立発展性を確保する条件の整備状況は限定的であり、更なる活動と投入がなされれば、

より効率的で確固たるものになると思われる。近年にみられる租税総局による税収額の大幅な増加

からも明白であるが、同局は既に税務行政と税政策の改善に向けて精力的な取り組みを積み重ねて

おり、そのコミットメントと今後の自助努力の見通しは明るいと判断できる。 
 

５．提 言 

（１）日本政府・JICAへの提言 
租税総局に対する支援の妥当性 
既述のとおり、本プロジェクトの妥当性は非常に高いことが認められており、「カ」国政

府の歳入強化を達成するために租税総局を支援していく意義は大きい。さらに、本プロジェ

クトのインパクトを最大限に活かし、定着・発展させていくためにも、「カ」国政府の自助

努力を促進しつつ、本分野への支援を継続していくことを提言する。（プロジェクト・デザ

インに関する提言は次項「６．教 訓」参照） 
 
（２）「カ」国租税総局への提言  

税務行政の改善に向けた継続的な取り組み 
近年、租税総局による税収は増加しており、税収向上に向けた税政策と、税務調査、納税

者サービス等の税務行政の更なる改善への努力を続けることを提言する。 
 

組織的な環境・制度整備 
職員が日々の徴税業務にのみ専念するのではなく、能率的かつ効率的な税務行政を実現す

ることによって、ガイドラインやマニュアルの作成、人材育成などの長期にわたる活動に従

事できるような環境を整備することが必要である。 
 

実施途中の活動のフォローアップ 
ガイドラインやマニュアル作成などの実施途中の活動に引き続き取り組み、プロジェクト

終了までに完成させることを提言する。また、国税学校に関しては適切な人員配置や予算措

置を伴った体系的なトレーニングプログラムを早期に開始することが望まれる。 
 

６．教 訓 

キャパシティ・ディベロップメント 
組織の能力強化を達成するためには、個人の能力強化と、個人の能力強化を組織的な強化に昇

華させるためのアプローチ、すなわち技術移転の成果の共有や日常業務への適用、体系的な人材

育成制度の構築など、制度構築や環境整備を支援する具体的な活動を組み込んだプロジェクト・

デザインが必要である。 
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プロジェクト達成目標の明確化と共有 
プロジェクト形成の段階において、プロジェクトが目指す達成目標や期待される事業効果、案

件コンセプト、成果達成度の判断基準を明確化し、C/P機関と共有することが重要である。同様

に、活動レベルにおいても、研修等を実施するにあたり、研修の達成目標や研修受講生の学習目

標を明確化することが必要である。C/Pと共通の問題認識をもち、達成目標を共有することで、

プロジェクトの効果的な活動展開が可能となる。 
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Summary 
 

I. Outline of the Project 
Country:  Cambodia Project Title:  Capacity Building Project for Tax 

Department4 
Issue/ Sector:  Public Financial Management Cooperation scheme:  Technical Cooperation 
Division in charge:  JICA Cambodia Office Total cost:  92 Million JPY (tentative) 
Period of 
Cooperation 

(R/D): 
2007/06/18-2010/06/17 
 
(Extension):  N/A 
(F/U):  N/A 

Partner Country’s Implementing Organization:  
General Department of Taxation, Ministry of 
Economy and Finance 
Supporting Organization in Japan:  National Tax 
Agency and National Tax College, Ministry of 
Finance 

Related Cooperation Project: N/A 
1  Background of the Project 

Public Financial Management (PFM) is one of the important agenda of the Royal Government of 
Cambodia (hereinafter referred to as RGC). Since 1990’s, the Government has been committing itself to a 
comprehensive reform program, which was culminated into a 10-year program called “Public Financial 
Management Reform Program (PFM-RP)” starting in 2005. In this program, strengthening revenue 
collection is naturally one of the most important targets which would set a basis for further reform to 
achieve the government’s budget credibility. General Department of Taxation (GDT), as an important 
authority for revenue collection, has been active in implementing required reform activities mainly through 
improvement of its tax administration.  

In order to support such efforts, JICA, in cooperation with National Tax Agency (NTA), Ministry of 
Finance, Japan, started a technical cooperation project, “Capacity Building Project for Tax Department 
(TD)” in 2004. This Project focused on capacity development of tax officials specially tax auditors at the 
Department. As a result of the cooperation, knowledge of the officials increased dramatically. However the 
need for more comprehensive human resource development was identified at the same time. Based on this 
finding, in June 2007, a Phase II Project was launched as “Capacity Building Project for Tax Department 
Phase II” to address the need. 

 
2  Project Overview 
In order to improve the efficiency and effectiveness of the GDT (TD)’s tax administration, this Project aims 
at supporting capacity development of GDT officials in tax administration such as tax survey, accounting 
and book keeping and taxpayers’ services.  
 
(1) Overall Goal 
Tax administration capacity of the GDT will be strengthened. 
(2) Project Purpose 
GDT (TD)’s capacity will be improved. 
 

                                                 
4 Tax Department was promoted to General Department of Taxation 
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(3) Outputs 
Output1: Knowledge and skills required for tax administration will be acquired by the staff of GDT (TD) 

through seminars and/or training courses. 
Output2: Training program for Tax administration, including curricula and teaching materials, will be 

established in Tax training center (now renamed as “National Tax School”), and training will be 
actually implemented for Human resource Development. 

Output3: Basic knowledge of the Accounting and Bookkeeping will be enhanced in GDT(TD) and 
Provincial/ Khan Tax Offices. 

 
(4) Inputs 
Japan side: 
  Total 92 Million Japanese Yen 
  1 Long-term Expert/ 14 Short-term Experts/ 30 officials trained in Japan 
  Equipment  12,679 USD/ Local Cost  68,551 USD 
Cambodian side: 
  Counterpart allocation/ Office and Facilities 
  Local Cost; Accommodations and transportations for Seminar participants 
II. Evaluation Team Leader; Mr. Yukiharu KOBAYASHI (JICA Cambodia Office, 

Senior Representative) 
Cooperation Planning; Ms. Masayo TERAKADO (JICA 
Cambodia Office, Representative) 
Evaluation; Ms. Saori FUJIMOTO (Consultant/ Interworks) 

Period of Evaluation： 25/Feb/2010 – 5/Mar/2010 Type of Evaluation： Terminal Evaluation
III. Result of Evaluation 
1. Project Performance 
(1) Achievements of the Outputs 
Output 1 is generally achieved, however, with some activities unfinished. Activities have been implemented 
as planned and it was identified that knowledge and skills required for tax administration have been 
acquired by the staff of GDT through the seminars. As a result, 1) A number of trainees recognized that they 
have enough confidence to give explanation to taxpayers and carry out tax audits, 2) Some of them asserted 
that they could correctly and appropriately carry out tax audits in the fields taught in the seminars, 3) 
Participants of the seminars have disseminated their knowledge and skills by sharing materials and through 
actual audits, 4) Regulations, guidelines and materials were/ are being complied or developed by utilizing 
information gained through the Project Activities, however, some of them are not yet in used because they 
await the official approval. 
 
Achievement of Output 2 is rather halfway. The National Tax School was established in 2008. The advice 
and relevant information from the Japanese experts were utilized as a reference for drafting regulations for 
this establishment as well as the curricula and teaching materials for the trainings. A training program for 
new 212 recruits was developed and organized in 2008. Some training materials have been compiled by 
internal working groups and ad-hoc short-term trainings have stared. However, the work to establish more 
comprehensive and systematic training for tax administration is still in progress. Training course at the 
School has not been fully operated yet partly because of the retarded construction of the School building and 
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other reasons.  
 
Output 3 was mostly achieved. Accounting and Bookkeeping trainings were organized as planned and 647 
staff were trained in total. Four GDT staff were trained as internal lecturers and had given trainings. The 
training is generally recognized to be useful to GDT staff’s daily work. Especially the training enabled tax 
auditors to conduct tax audits and collect tax in a more effective and proper manner with more accurate 
understanding on taxpayers’ financial statements and transactions. However, regarding the result of the 
examinations during the course, the indicator “90% of trainees have achieved the average score of 50 at 3 
examinations during the course” was not fully met especially for intermediate and advance levels, and, there 
are some gaps among participants’ learning effectiveness.  
 
Although any specific indicator was not defined, it is possible to judge the Project Purpose has been 
achieved considering the fact that the Project contributed to establishing a system where GDT officials can 
appropriately undertake tax administration by utilizing their knowledge/skills acquired through the Project 
seminars/training courses. 
 
2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
The relevance of the Project is judged as extremely high. 
Relevance to the Cambodian needs and policy of the Royal Government of Cambodia is high as raising tax 
revenue is one of the most critical challenges for RGC. The RGC depends on external financing, mostly 
development aid, for financing its deficit. Ratio of the tax revenue to the GDP still remains less if compared 
to the level of neighboring countries. Strengthening tax administration at the GDT is also a critical issue 
because collecting domestic tax is usually a difficult task due to the lack of tax compliance, a number of tax 
exemption measures and the informality of the economy in the country. It is also important to note that the 
prospect for revenue from trade is downward trend due to the future reduction or elimination of tariffs under 
the frameworks of free trade agreements. In spite of this importance, support from other development 
partners to GDT has been negligible therefore the rational for JICA assistance was extremely high.  
Regarding the relevance to the assistant program of the Government of Japan for Cambodia, strengthening 
tax administration at the GDT in order to raise tax revenue is relevant and one of the high priority issues. 
 
(2) Effectiveness 
The effectiveness of the Project is considered high in terms of the Project Purpose which aims at 
“improvement of individual staff’s capacity considering that the Project contributed to establishing a system 
where GDT officials can appropriately undertake tax administration by utilizing their knowledge/skills 
acquired through the Project seminars/training courses.  
 
(3) Efficiency 
Efficiency of the Project is mixed. Inputs of the Project were sufficient for increasing the capacity of 
individual officials to achieve the Project Purpose, but rather limited in realizing organizational capacity 
development as aimed by the Overall Goal. As confirmed through the interview with GDT officials, experts 
were dispatched as planned, but some improvements in terms of the number, duration and how experts are 
deployed were necessary. Especially it was identified the importance of longer-term engagement by experts 
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who work as a technical instructor in daily work through the On-the-Job training (OJT) to support the staff 
in utilizing their knowledge and skills acquired through the seminars.  
 
(4) Impact 
The Project is moving in the right direction to achieve the Overall Goal. It was recognized that the twofold 
increase in the tax collected by the GDT since the Project started (768 billion riel in 2006 to 1,543 billion 
riel in 2009). Moreover, tax revenue per one audit as well as the amount of tax revenue from tax audits has 
been upward trend, thus tax audit and tax collection are conducted efficiently as well as effectively. 
However, the possibilities to achieve the Overall Goal are relatively low due to the current limitation of the 
Project to increase the capacity of GDT as a whole and to establish a mechanism for more systematic 
knowledge sharing among officials, an enabling environment for their application of knowledge into 
practice or human resource development. 
 
(5) Sustainability 
Sustainability of the achievements made through the Project so far is identified to be generally high. 
However, conditions for the sustainability of the Project as a whole are mixed or rather modest. 
Policy 
There is a high prospect that the policy environment will remain favorable for sustaining the Project 
achievements. The RGC is committed to accomplish the PFM-RP by 2015 which includes reforms for the 
revenue mobilization. The management of the GDT also expressed its commitment to improve tax 
administration as one of the top priorities for coming years.  
Organizational / Financial aspects 
GDT will remain as one of the most important revenue agencies in the country. However, the future of the 
National Tax School remains unclear. The program has not been consolidated enough to provide 
comprehensive and systematic trainings, moreover, measures to secure incentive and compensations for its 
lecturers and other operational costs have not been taken. After the Project period, GDT is strongly 
committed to continue to organize seminars on tax administration as well as Accounting and Bookkeeping 
trainings and has confirmed that it will allocate training costs. However, the possibility of securing the 
budget remains unclear or depends on the fiscal situation of the Royal Government. 
Technical aspect 
Four internal lecturers have been trained in Accounting and Bookkeeping training, and have taught both at 
elementary and intermediate levels, thus ensuring the technical sustainability for the training. However, 
more strict management for the training courses and tight control over the discipline and absenteeism will be 
required to ensure effective learning by trainees.  
 
(6) Factors Promoting and Impeding the Project Implementation 
Overall project management was found to be relatively fine but with some room for improvement such as 
more involvement of senior level officials and holding regular meetings. Implementation of the Seminars 
improved significantly by GDT giving more advance information on Cambodian situation to Japanese 
experts. Accounting and Bookkeeping Training could have been benefited from more careful selection 
process of participants, and support to participants with limited education as well as tighter control over 
attendance. 
Other factors which made the achievement of the Outputs rather limited were; limited inputs to create 
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“enabling environment” or organizational support toward capacity development of GDT as a whole, limited 
time devoted by counterparts who had to allocate more time on urgent issues such as tax collection amid the 
economic crisis, and frequent changes in the situation surrounding tax administration.  
 
 
3. Conclusion 
It is concluded that the Project achieved the Project Purpose in terms of “improvement of individual staff’s 
capacity”, while the work to strengthen GDT capacity as a whole, as targeted by the Overall Goal to ensure 
more sustainability, through the establishment of more systematic human resource development is still in 
progress.  
Relevance of the Project is extremely high especially in light of the need for enhancing tax revenue 
collection and the important role that GDT plays. 
However, effectiveness and efficiency of the Project is rather mixed. While there are great efforts made by 
both Japanese and Cambodian sides, more efficiency in achieving output, and more activities and inputs 
should have been mobilized to achieve the Project Purpose. As the large increase in the tax collection by 
GDT in recent years shows, GDT has already taken a number of efforts to improve tax administration and 
tax policy the prospect for sustainability of the commitment and self-effort is high. 
 
 
4. Recommendation 
(1) Recommendations to the Government of Japan/ JICA 
Rational of the cooperation to GDT: Relevance of the Project was identified to be extremely high. 
Especially in light of the great need for the support to GDT to enhance tax revenue of the RGC, the 
Government of Japan is encouraged to consider continuing their support to this area while encouraging 
self-efforts by the RGC to maximize the impact of their cooperation projects. 
Project preparation: The design of this Project needed more careful elaboration. It is recommended that an 
ex-ante evaluation should be conducted to set clearer targets with monitoring mechanism and to share the 
concept of the Project with the Cambodian side. 
Architecture of the Project: The Outputs and Activities were sufficient to enhance the individual capacity 
but not necessarily sufficient to achieve the Project Purpose entirely. More concrete activities to enable the 
trainees to utilize their knowledge and skills as well as the GDT give more systematic instruction could have 
been included in the Project to ensure the capacity development of GDT as a whole.  
Inputs to the Project: In order to support organizational and institutional capacity development of GDT, 
more inputs could have been mobilized to the Project, especially, in terms of the number, duration and plan 
of Japanese experts. 
2) Recommendation to GDT  
Continuous efforts to improve tax administration: The Evaluation Mission noted the plausible increase in 
tax collection by GDT in recent years. GDT is encouraged to continue its efforts to further improve tax 
policy and administration. 
Conducive environment through organizational support: GDT is recommended to make further efforts to 
provide an environment where its officials can engage themselves not only in daily tax collection duties but 
also in longer-term activities such as drafting guidelines and manuals as well as human resource 
development by streamlining and raising efficiencies in tax administration. 



 

xiv 

Follow up of the unfinished works: The GDT is recommended to continue to work on unfinished works, and 
to complete preferably before the end of the Project term. Also, it is recommended that more systematic 
training program at National Tax School be officially started as soon as possible with adequate resources. 
 
5. Lessons Learned 
Capacity development of an organization that the Project aimed to achieve requires the approaches from 
individual capacity building and also from organizational capacity building. As identified by the Evaluation 
Mission, the activities and inputs of this Project were not necessarily sufficient to ensure the latter. More 
inputs and supports from both Japanese and Cambodian side to create a favorable environment and 
mechanism to ensure systematic knowledge-sharing and application into practice, and development of 
comprehensive human resource development program are indispensable in this regard. 
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第１章 プロジェクトの概要 

 
１－１ プロジェクトの背景 

1991 年のパリ和平協定成立後、カンボジア（以下、「カ」国と記す）政府はドナーの協力を得つつ

財政改革を進めてきた。ドナーによる支援は世銀・IMF が中心となり、1994 年から Public Finance and 
Monetary Management、2001 年から Technical Cooperation Action Program（TCAP）を実施し、予算管

理、租税関連行政、関税行政等に関する協力を行ってきた。これらの成果を踏まえ、2004 年 12 月に

「カ」国政府による「公共財政管理改革プログラム（PFM-RP）」が作成され、ドナーとの共同作業

の下、予算の信頼性向上、公共支出システム効率化、歳入基盤強化などに関する改革を現在実施中で

ある。このうち歳入基盤強化に関しては、税収拡大を図るために、税制の近代化や税務行政の改善に

関する改革が、経済財務省租税総局により進められている。各種自由貿易協定への参加に伴う将来的

な関税引き下げも踏まえ、徴税能力強化、徴税基盤拡大等に取り組んでいるが、長年にわたる内戦の

影響から人的資源の不足が著しく、職員の人材育成が急務となっている。 
これらの状況を踏まえ、JICA は 2004 年１月より日本国財務省国税庁の協力を得つつ技術プロジェ

クト「カンボジア国税局5人材育成プロジェクト（以下、フェーズ１と記す）」を実施し、税務調査官

の人材育成を中心とした協力を行ってきた。「カ」国では、1997 年の実額課税（Real Regime）方式の

導入後も、税務調査官の多くは税務調査法や簿記・会計に関する知識が十分ではなく、必要な税務調

査がなされないなどの問題が生じていたため、フェーズ１では、国税局の税務調査官（約 130 名）を

対象として、税務調査実施に必要となる基本的な知識の定着を目標とした。具体的には、短期専門家

によるセミナー、国別研修、簿記・会計研修等を実施してきた。結果、税務調査官の実務能力向上が

図られた一方、国税局が同職員の人材育成に対する問題意識がより明確になり、フェーズ１における

実績を踏まえ、税務行政に関する制度整備や総合的人材育成を更に進め、税務行政効率化や歳入基盤

強化を目的とする技術協力プロジェクトとして、本プロジェクトの要請がなされ、検討の結果採択さ

れた。 
 
１－２ プロジェクトの概要 

プロジェクトは以下の概要で、2007 年 6 月 18 日から 3 年間の予定で実施されている。 
（１）上位目標 

カンボジア国税局（租税総局）の税務行政能力が強化され、税務業務がより効率的かつ効果的

に実施できるようになる。 
（２）プロジェクト目標 

カンボジア国税局（租税総局）の能力が向上する。 
（３）成果 

成果１：国税局（租税総局）職員として税務行政に必要とされる知識や技術が、セミナーやト

レーニングにより習得される。 
成果２：税務行政に必要となるトレーニングプログラムやカリキュラムが、税務研修所6にて

                                                 
5 2008 年に国税局より租税総局に昇格。以下、「国税局」は「租税総局」を示す。 
6 2008 年の租税総局への昇格に伴い、国税学校（National Tax School）に変更（以下、国税学校と記す）。 
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確立され、トレーニングが実施される。 
成果３：基礎的な簿記・会計に関する租税総局（地方税務署含む）の職員の知識が向上する。 

 

 
図１－１ プロジェクト概要図 

 
１－３ 主な活動状況 

上記の成果の達成を目指し、主な活動として、日本からの短期専門家派遣による税務行政セミナー

の実施や各種事項に対するアドバイスの提供、現地リソースを活用した簿記・会計研修や本邦研修な

どを進めてきた。 
 

１－４ 2009 年４月運営指導調査の概要 

2009 年３月 31 日から４月２日まで運営指導調査団を派遣し、「カ」国の公共財政管理セクターの

開発における租税総局の役割や今後の方向性、プロジェクト終了までに達成すべき目標や活動の明確

化につき、「カ」国側との協議を実施し、結果を討議議事録（R/D）にまとめて確認・署名を行った。

同調査では、教材開発や勉強会の開催などを通じてこれまでの成果品を含めて体系的に整理すること

により組織全体で知識の蓄積や共有が図られるツールや仕組みを、「カ」国側と共に作成していくこ

と、また、租税総局が自らのイニシアティブで日本側の知識を基に人材育成制度などの制度構築を図

ることの重要性を確認することなどに留意し、今後 1 年で達成すべき到達目標や活動の設定を行うこ

とができた（R/D、調査報告は付属資料３のとおり）。 
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第２章 終了時評価調査の概要 

 
２－１ 調査団派遣の目的 

 本調査団は、2010 年６月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績及び成果を評価・

確認し、結果を合同評価報告書（JER）に取りまとめて先方と合意すること、さらに、プロジェクト

終了までの活動に対する提言や、今後の「カ」国における税務行政に関する改革や JICA 支援の方向

性につき協議を行うことを主な目的として派遣された。主な調査の留意点は以下のとおり。 
 
（１）終了時評価 

「JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）」に基づき、プロジェクトの当初計画と活動実績、計

画達成状況、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）を確認・評価。

特に、本プロジェクトが租税総局の能力強化、税務行政の強化においてどのような貢献を果たす

ことができたのか整理し、今後の教訓を引き出す。評価結果については、JER に取りまとめて「カ」

側と合意する。 
  

（２）プロジェクト終了までの活動に関する議論 
評価結果に基づき、プロジェクトの残りの期間で取り組むべき活動・投入や留意点につき確認

する。 
 
（３）次期案件に関するブレーンストーミング 

終了時評価結果及び世銀などの周辺情報を勘案のうえ検討する。情報収集の結果は、平成 22
年要望調査にて「カ」国政府より提出されている後継案件の採択検討の際の参考情報とする。 

 
２－２ 調査団概略 

（１）調査団構成 

名 前 担 当 所 属 

小林 雪治 団長 JICA カンボジア事務所 次長 

寺門 雅代 協力計画 JICA カンボジア事務所 所員 

藤本 抄越理 評価分析 ㈱インターワークス コンサルタント 
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（２）主な調査日程 

# 月日 Schedule for Mission  
0 2 月 19 日（金） 14:30  世銀、「カ」国経済財務省、租税総局との協議（公共財政管理改革プ

ログラムにおける、租税分野の技術支援ニーズに関する議論） 
1  24 日（水） コンサルタント団員到着 

2  25 日（木） 8:30-12:00 JICA 事務所協議（9：00－10：00 プノンペン税務署視察） 
午後 短期専門家セミナー視察、租税総局 C/P ヒアリング 

3  26 日（金） 午前 短期専門家セミナー視察、租税総局 C/P ヒアリング 
午後 租税総局副局長等との協議 

4,5  27、28 日 
  （土、日） 

JER 準備 

6 3 月 1 日（月） 8:00-17:00  租税総局 C/P ヒアリング  
① 税務調査 
② 納税者権利救済 
③ 納税者サービス、滞納税徴収 
④ 内部事務 
⑤ 税務研修所 
⑥ 簿記会計研修 

16:00-17:00 日本大使館での協議（団長、協力計画団員） 

7  2 日（火） 9:00-17:00 JER 案に関する租税総局との協議  
16:30-17:30 IMF 事務所との協議 

8  3 日（水） 8:30-17:30 JER 案に関する租税総局との協議 
9  4 日（木） 午前 JER 案作成 

午後 JER 案に関する租税総局副局長等との協議、将来の支援案件

の方向性に関するブレーンストーミング 
10  5 日（金） 午前 JER 案確認作業 

14:00 JICA 事務所報告 
15:00-17:00 R/D・JER 署名交換、将来の支援案件の方向性に関する協議 
夜 コンサルタント団員プノンペン発（翌 3 月 6 日朝成田着） 
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第３章 終了時評価の方法 

 
３－１ 評価手法 

本評価調査は、「JICA 事業評価ガイドライン（2004 年改訂版）」に基づき、以下のとおり実施した。 
 
（１）実績の検証 

プロジェクトの実績を主に以下の観点から検証する。 
・投入は計画どおり実施されたか（計画値との比較） 
・成果は計画どおり産み出されたか（目標値との比較） 
・プロジェクト目標が達成される見込みはあるか（目標値との比較） 

 
（２）実施プロセスの検証 

プロジェクトの実施プロセスを以下の観点から検証する。 
・プロジェクト活動は計画どおり実施されたか 
・技術移転の方法は妥当であったか 
・プロジェクトマネジメントは適切であったか 
・実施機関と C/P のプロジェクトに対する認識は高いか 

 
（３）評価５項目による評価 

１．妥当性 
妥当性は、プロジェクトの必要性や正当性を問う視点である。プロジェクトの期待される

効果はターゲットグループのニーズに合致しているか、プロジェクトのアプローチは問題解

決の手段として適切か、プロジェクト内容は相手国の政策や戦略との整合性があるか、日本

の援助政策との整合性はあるかを評価する。 
 

２．有効性 
有効性は、プロジェクト目標が達成される見込みがあるか、プロジェクトの成果はプロジ

ェクト目標達成に資するものであるかを評価する。 
 

３．効率性 
効率性は、成果を産出するための投入（質・量・タイミング）が適切であったか、成果の

産出状況は適切であるかを問う視点である。 
 

４．インパクト 
インパクトは、上位目標の達成見込みを含め、プロジェクトの実施によって生じた直接的、

間接的、ポジティブ、ネガティブなインパクトを評価する。 
 

５．自立発展性 
自立発展性は、プロジェクトによる効果がプロジェクト終了後も相手国機関によって持続
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され、更なる発展が見込めるかを問う視点である。プロジェクトの自立発展性は、相手国の

政策・技術・財政・組織といった面から評価される。 
 
３－２ データ収集方法 

評価に係るデータ収集にあたっては、各種資料のレビュー、C/P 並びに専門家への質問票調査とイ

ンタビューを実施したが、本プロジェクト活動が人材育成を主体としていることと、プロジェクト開

始時に評価指標を設定していなかったことから、インタビューや質問票を通じて定性データを中心に

収集することとした。なお、本調査にあたって 2009 年 4 月の運営指導調査で合意した内容を基に付

属資料３のとおり、評価指標を設定した。 
 
３－３ 評価調査の制約・限界 

現地調査期間の制約により、地方税務署を訪問することができなかったため、租税総局及びプノン

ペン市内税務署へのインタビューを通じて、地方税務署に対するプロジェクトの効果に関する情報を

収集した。 
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第４章 プロジェクトの実績 

 
４－１ 概 要 

調査の結果、投入・活動共にほぼ計画どおりに進捗したことが確認されたものの、2009 年４月の

運営指導調査時に設定された成果品については、作業途中のものもある。プロジェクト目標は、個人

の能力強化の視点では達成されているが、組織の能力強化の観点からは達成が限定的である。 
以下、各項目の進捗・達成状況について述べる。 

 
４－２ 投入実績 

＜日本側＞ 
（１）専門家派遣 

プロジェクト期間中に、合計 15 名の専門家（長期専門家１名、短期専門家 14 名）が派遣され

た。合計人月（MM）は、34.91MM で、各専門家の専門分野や MM は以下のとおり。派遣専門

家のリストは付属資料１．合同評価報告書（JER）の Annex 2 として添付した。 
 

長期専門家 
No 専門分野 MM 

1 業務調整／簿記会計研修企画 30.5
 

短期専門家 

No 専門分野 MM 
1 「カ」国国税局における税務研修所設立支援 0.20

 運営指導調査 （トレーニングカリキュラム） 0.20
 税務大学校の設立規程／国税と地方税の関係 0.23

2 人的資源管理 0.20
3 納税者の権利救済 0.23

4 納税者サービス 0.23
5 税務調査法概論 0.20

6 国際取引調査法 0.20
 不動産業及び建築業の税務調査 0.23

7 小規模納税者の調査法 0.20
 中小企業・個人事業主への記帳指導 0.23

8 銀行業の税務調査 0.20
9 保険業の税務調査 0.20

10 納税者サービス 0.20
 徴収 0.23

 人的資源管理、人事制度・研修 0.20
11 内部事務 0.20
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No 専門分野 MM 

12 納税者の権利救済 0.23
 電話業の税務調査 0.20

13 人的資源管理、人事評価・監察 0.20
14 船舶業の税務調査 0.20

 短期専門家   合計 MM 4.41
 
（２）ローカルコストの負担と携行機材 

現地業務費として 68,551US ドルが負担されている。現地業務費は、主にプロジェクトの管理

費とトレーニング費用（簿記会計研修講師への謝金）に充てられている。携行機材のリストは付

属資料１．JER の Annex 3 として添付した。 
 
（３）本邦研修 

2007 年に、日本国税庁並びに税務大学校の協力を得て、10 名の C/P が税務行政コースに参加

し、2010 年にも 20 名の C/P が本邦研修に参加している。参加者リストは付属資料１．JER の

Annex 4 として添付した。 
 
＜「カ」国側＞ 
（１）C/P の配置 

プロジェクトダイレクターである租税総局長の強いリーダーシップの下、副局長 6 名のうち 2
名がプロジェクトマネージャー、人事総務財務副部長と人事研修課長がプロジェクトコーディネ

ーターとして配置された。「カ」国側 C/P リストは付属資料１．JER の Annex 5 として添付した。 
 
（２）トレーニング費用の負担 

トレーニングのための直接経費（セミナー参加者に対する宿泊費及び交通費）を負担した。 
 
（３）プロジェクト執務スペースの提供 

プロジェクト執務室、事務用機材等を提供した。 
 

４－３ 活動及び成果達成状況 

４－３－１ 成果１に関する活動と成果達成状況 
 

成果１ 
国税局（租税総局）職員として税務行政に必要とされる知識や技術が、セミナーやトレーニングに

より習得される。 
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（１）成果達成状況 
成果１は、おおむね達成されたが、いくつかの活動が未完了のものもある。活動は計画どお

りに実施され、セミナーを通じて、租税総局職員が税務行政に必要な知識と技術を習得したこ

とが、インタビューや質問票への回答により、確認された。 
主な成果として以下が挙げられる。 

１）多くの租税総局職員が、十分な自信をもって納税者への説明や税務調査を実施できるよう

になった。 
２）一部の職員はセミナーで学んだ比較的新しい分野（銀行業、保険業、電話業等）の税務調

査を正確かつ適切に実施できるようになった。 
３）セミナー受講者は、セミナーの教材の共有や税務調査の共同実施により、セミナーで習得

した知識や技術を所属先の他の職員に普及した。 
４）プロジェクト活動によって得られた情報を中心に海外からの情報も活用しながら、規則や

ガイドライン、教材等の取りまとめや開発がなされた。 
しかしながら、税務調査ガイドラインは、時間と予算の制約から、部分的な作成にとどま

り、また、納税者権利救済制度の規則及び手続きに関する政令案と職員倫理規程案は起案さ

れたものの、管轄機関からの承認待ちであり、活用が始まっていない。成果品の作成を遅ら

せている理由として、①短期専門家によるセミナーでは、日本の例の紹介を中心としている

ため、経済・社会情勢の大きく異なる「カ」国に適用したマニュアルやガイドラインの成果

品に仕上げるまでに時間と労力がかかること、②経済の急激な発展に伴い、税務行政をとり

まく環境がめまぐるしく変化しており、結果、関連規程も変更となるため、確立した規程に

沿ったガイドラインやマニュアルの作成が困難であること、が挙げられる。 
 
（２）活動の実績 

活動 1.1 税務行政に関するセミナー実施 
活動計画 実績 

活動 1.1.1 
税務調査法関連 

セミナーが４回実施され、合計 371 名の職員が受講した。 

活動 1.1.2 
納税者サービス関連 

セミナーが２回実施され、合計 215 名の職員が受講した。 

活動 1.1.3 
納税者情報管理、内部事務改善関

連 

セミナーが４回実施され、中央レベルの管理職職員と 90 名の

職員が受講した。 

活動 1.1.4 
納税者の権利救済制度、異議申し

立て関連 

セミナーが２回実施され、180 名の職員が受講した。 

活動 1.1.5 
その他のトピック 

セミナー（日本の国税と地方税の関係、簿記総論、徴収）が合

計３回実施された（当初の計画に含まれていなかったセミナー

内容だが租税総局からの要望により実施） 
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活動 1.2 簿記会計研修の実施 

活動計画 実績 

活動 1.2.1 
税務調査と納税者サービスに従事する職員対象に、

外部講師による簿記会計研修の実施 

活動 3.1 と 3.2 にて後述 

 
（３）成果の実績 

指標 実績 

研修受講者による他未修者への普及活動が

実施されている（勉強会の実施、教材の取り

まとめなど） 

プロジェクトの支援によって、セミナー教材が取り

まとめられ、租税総局長に承認された。 

税務調査ガイドラインが作成されている ５つの業種に関する税務調査方法のガイドライン

案が作成され、租税総局によって承認された。 
税制度のパンフレットが作成されている 税制度の冊子が租税総局にて作成され、経済財務省

からの承認待ちである。 
納税者権利救済制度の規則及び手続きに関

する政令案が作成されている 
法律訴訟統計部にて政令案が作成され、租税総局か

らの承認待ちである。 
職員倫理規定案が作成されている ワーキンググループによって職員倫理規定案が作

成され、租税総局の承認待ちである。 
徴税アクションプランが起案されている 2008 年の徴税年間アクションプランが施行され、

2009 年に見直しが行われ、改訂された。 
職員の人事評価制度案が作成されている 議論中 

 
４－３－２ 成果２に関する活動と成果達成状況 

成果２ 
税務行政に必要となるトレーニングプログラムやカリキュラムが、国税学校にて確立され、トレー

ニングが実施される 
 
（１）成果達成状況 

成果２の達成は、道半ばの状況にある。国税学校は、経済財務省の管轄下であったが、2008
年の国税局の租税総局への昇格に伴い、総局人事総務財務部の管轄となった。同校は租税総局

の新採用職員及び現職職員の研修機関で、学校設立規程、トレーニングカリキュラムや教材作

成にあたっては、日本人専門家からの助言や関連情報が活用された。短期専門家によって、日

本の税務大学校のトレーニングプログラムが紹介され、現職職員対象の短期トレーニングのカ

リキュラムや教材作成に活用された。また、新採用職員のトレーニングプログラムも改善され、

212 名の新採用職員を対象に実施されるなどの成果を上げた。現職職員については、税務行政

に関するトレーニングの教材が内部のワーキンググループによって一部取りまとめられ、短期

トレーニングが実施されているものの、職員のキャリアパスや業務内容、レベルを考慮した一

貫したプログラム、税務行政に関する包括的で体系的なトレーニングシステムの確立には至っ

ていない。短期トレーニングも予算と時間の制約から、不定期な実施にとどまっていることに

加え、国税学校の建物が建設途中であるなどの理由から、トレーニングコースの実施は部分的
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である。 
 
（２）活動の実績 

活動 2.1 国税学校組織の整備 

活動計画 実績 

活動 2.1.1 
国税学校に必要な規則・規程の設定 

短期専門家による国税学校の設立に関するプレゼンテー

ションと日本の税務大学校の規則・規程に関するセミナ

ーが 50 名の職員対象に実施された。国税学校の規則は

2008 年に制定された。 
活動 2.1.2 
国税学校のカリキュラム作成 

短期専門家による指導と本邦研修により、新採用職員の

トレーニングカリキュラム（540 時間）が作成された。2007
年と 2008 年の日本人専門家からの助言やセミナーによ

り、10～20 年の実務経験がある現職職員対象のトレーニ

ングカリキュラムが作成された。2009 年後半から全国の

租税総局職員対象に不定期な短期トレーニングが６回実

施された。  
活動 2.1.3 
日本税務大学校のトレーニングコース

について学ぶ 

税務大学校のトレーニングコースが短期専門家によって

紹介され、租税総局の国税学校整備に関して、短期専門

家と C/P 間で協議された。 
 

活動 2.2 各研修のカリキュラムの作成 
活動計画 実績 

活動 2.2.1 
研修カリキュラムの検討 

研修の時間数と科目について見直され、改訂された。 

 
活動 2.3 研修用教材の開発 

活動計画 実績 

活動 2.3.1 
日本の例を参考にした教材の開発 

短期専門家によって、日本の教材が紹介された。 

 
（３）成果の実績 

指標 実績 

国税学校用教材が取りまとめられてい

る。 
14 のワーキンググループが設置され、成果１の短期専門

家によるセミナーを通じて習得された知識や情報を活用

しながら、13 分野の教材が取りまとめられた。ワーキン

ググループは 2008 年から１年間で 26 項目の教材を取り

まとめ、短期トレーニングで使用された。 
新人職員・現職職員のトレーニングプ

ログラムが検討され、冊子が作成され

ている。 

新採用職員対象のトレーニングが 2008 年に実施された。
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４－３－３ 成果３に関する活動と成果達成状況 
 

成果３ 
基礎的な簿記・会計に関する租税総局（地方税務署含む）の職員の知識が向上する。 

 
（１）成果達成状況 

成果３は、ほぼ達成されたといえる。簿記会計研修は計画どおりに実施され、合計で 647
名の職員が受講した。４名の租税総局職員が内部講師として養成され、講師として研修を担当

した実績も確認された。簿記会計研修で習得された知識によって、税務調査官が事業者の財務

諸表や取引内容を正確に把握できるようになり、効率的かつ効果的で適切な税務調査や徴税を

実施できるようになったなど、租税総局職員の日常業務に有効であったことが、インタビュー

で確認されている。ただし、「90％の研修受講者がコース中に実施される３つの試験において

平均 50 点を達成する」という指標が、特に中級コースと上級コースにおいて達成されていな

い。また、本調査団とは別に JICA カンボジア事務所が実施した簿記会計研修の評価調査結果

によると、研修受講者間の教育バックグラウンドや出欠状況のばらつきなどから研修の理解度

に差が出たことも確認されている。 
 
（２）活動の実績 

活動 3.1 簿記・会計研修の実施（租税総局スタッフ対象） 
活動 3.2 簿記・会計研修の実施（地方税務署スタッフ対象） 

 

活動計画 実績 
初級コース 251 名の職員が受講した（６期） 

中級コース 195 名の職員が受講した（５期） 
上級コース（１） 120 名の職員が受講した（３期） 

上級コース（２） 81 名の職員が受講した（２期） 

 
（３）成果の実績 

指標 実績 

トレーニングコースで実施される３回の

テストで 90％の受講者が平均 50点以上達

成している。 

トレーニングコース中に実施される３回のテストで

平均 50 点以上達成した受講者数は以下のとおり。 
＜4 期（各コース受講者 40 名）＞ 
初級コース：38 名（95％） 
中級コース：27 名（67.5％） 
上級コース（１）：31 名（77.5％） 
上級コース（２）：実施していない（計画どおり） 
＜5 期（各コース受講者 40 名）＞ 
初級コース：37 名（92.5％） 
中級コース：27 名（67.5％） 
上級コース（１）：29 名（72.5％） 
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上級コース（２）：実施していない（計画どおり） 
＜６期（各コース受講者 40 名程度）＞ 
初級コース：28 名（75.7％） 
中級コース：38 名（95.0％） 
上級コース（１）：実施していない（計画どおり） 
上級コース（２）：32 名（78.0％） 

少なくとも２名の内部講師が養成され、初

級コース・中級コースのトレーニングが担

当されている。 

４名の内部講師が養成され、４期と５期の初級コー

ス、６期の初級及び中級コースを担当した。 

 
 

 
BOX：ローカルコンサルタントによる簿記・会計研修に関する評価と提言 

  
2010 年３月、本プロジェクト終了後に租税総局が独自に簿記・会計研修を実施していくための

提言を得るため、JICA カンボジア事務所よりローカルコンサルタントを雇上し、プロジェクトで

これまでに実施した簿記会計研修に関する評価を実施した。評価の概要は以下のとおり。 
 
（１）実施概要 

１）期間：2010 年 2 月 12 日～3 月 12 日 
２）評価手法：ロイヤルアカデミー Mrs Prom Tevy 氏コンサルタントチームによる調査（文

献調査、租税総局関係者（含む研修受講者 73 名）、プロジェクト専門家、研修講師に対す

るインタビュー調査、研修実施状況の観察、分析等） 
 
（２）評価結果概要 

１）研修の妥当性：本研修内容は日本人専門家による調査、提案に基づいて策定されたが、「カ

ンボジア会計基準」に可能な範囲で即した形で、租税総局職員が実額方式に基づく税徴収を

行えるような内容となっており、おおむね妥当と判断できる。しかしながら、同「基準」は

2003 年の導入以降、完全には施行されておらず、実際に各研修で教える内容の決定を難し

くしたうえ、一部の租税総局職員の基礎知識が低かったこと（注 受講者の約 93％が高卒

以下）を受けて「カ」国人講師が研修内容の一部修正を行った結果、日本人専門家による提

案内容をすべて実施することはできなかったことが確認された。 
２）研修の効果：調査対象となった 73 名のうち 22％がテストで 50 点以下のスコア（落第）

となり、その大部分（71％）が 36 歳以上の受講者であったという結果が得られた。研修効

果の阻害要因としては、（本評価では年齢と基礎教育の関係については具体的な分析を行っ

ていないが、「カ」国では歴史的経緯により一般的に 30 代中盤から 40 代後半の基礎教育の

欠如がみられることも勘案すると）前述の基礎知識の低さが挙げられることに加え、講義全

体の 25％以上を欠席した受講者が 17％近くにのぼったという出席率の低さが、研修効果に

影響を及ぼしているものとみられる。欠席の理由は、講義内容と現職務との関係が薄い（受

講者全体の 23％程度がかかるケースに該当）、講義内容についていけなかった、業務との調
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整が難しかったことなどが挙げられている。一方、90～100 点の高得点を取得した受講者の

約 90％が高出席率（欠席率が 0～10％）であったが、落第点の受講者の 13％が全講義に出

席している事実もある点にも留意が必要である。その他、クメール語では簿記会計の専門用

語の定訳が確立していないことや、教材も納税者（大規模法人）の実務も英語を主に利用し

ていることもあり、英語を理解できない受講者にとっては学習の障害となったことが観察さ

れている。 
３）研修のインパクト：大規模納税者を取り扱う税務調査担当部を中心に一部の受講者が研修

の知識を日常業務に利用している一方、納税者の登録状況や書類の不備などから推定課税方

式が引き続き大方を占める地方の税務署を中心に、知識の利用が限られていることが確認さ

れた。また、４名の内部講師が育成され、受講者インタビューを通じてもおおむね研修を円

滑に遂行できることが確認されたが、当該講師たちはクメール語・英語の研修教材準備に困

難を感じていること、また、内１名は JICA 支援終了後には講師辞退の意向を示しているこ

とが把握された。 
４）提言：上記評価結果を受けた改善に加え、以下の努力が必要。 

ａ）研修内容・教材の改善：受講者が自ら学習できるような宿題・設問等の追加、2 言語表

記等 
ｂ）研修管理の強化：受講者の管理強化、より研修ニーズの高い職員を優先的に受講させる

受講者選定、1 クラスの受講者数の制限、研修時間の工夫（業務との調整等）等 
ｃ）本研修の租税総局人材育成戦略への統合：内部講師の能力強化（教授法、アドバンスコ

ースの講義方法のトレーニング）、（各種環境整備による実額課税の実施強化と合わせた）

受講者の研修内容の実務適用を促す支援、より長期的な人材育成計画の策定、前広な研修

コースの計画作り（特に地方からの参加を容易にするため）、優秀な受講者の研修への活

用等 
 
４－４ 実施プロセス 

（１）プロジェクトマネジメント 
プロジェクトマネジメントについては比較的良好であったが、いくつかの課題も残る。 

１）租税総局長の強いリーダーシップに加え、プロジェクト活動に対するシニアレベルの租税総

局職員のより積極的な関与があれば、日常のプロジェクト活動がさらに円滑に実施されたと考

えられる。 
２）プロジェクトと C/P との定期的な会議が実施されなかったなど改善点も残るが、半期報告書

を C/P と共に作成準備することが、プロジェクト活動について協議する良い機会となっていた。

また、税務行政の動きに関する情報については C/P より随時提供され、JICA カンボジア事務

所に提出されていた。 
３）プロジェクトの活動は、セミナー後のアンケート実施や、簿記会計研修での試験、長期専門

家と C/P との頻繁なコミュニケーションなどを通じてモニタリングされていた。 
４）租税総局の管理職、日本の短期専門家並びに長期専門家、JICA カンボジア事務所は、セミ

ナー終了ごとに、協議する機会をもうけ、租税総局をとりまく環境、戦略、セミナーを含めた

プロジェクト活動の振り返りと今後の改善点について、意見交換の場として活用していた。 
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（２）技術移転の方法 
１）短期専門家による税務行政セミナー 
ａ）セミナーは、短期専門家が可能な限り「カ」国側のニーズや状況を把握したうえで、基本

的には日本の例の紹介を中心に講義を進めながら、講義中に質問に対応したり、ケーススタ

ディを取り入れたりするなど、「カ」国の状況に適用できるよう工夫している。 
ｂ）セミナーの実施に関しては、2008 年７月のテレビ会議での日本人専門家からの提案と 2009

年 4 月の運営指導調査団の提案により、大きく改善された。具体的には、租税総局側が「カ」

国の税務の現状や課題を、事前に日本人専門家と共有することで、専門家が現地の状況とニ

ーズに即した講義を展開することができるなどの大きな改善がみられた。 
 

２）税務行政セミナー及び簿記会計研修の受講者の選考プロセス 
ａ）税務行政セミナー受講者の選考にあたっては、職員が参加希望を表明し、それに基づき、

租税総局が職員の業務内容とセミナー内容の関連性を考慮しながら決定した。本調査団で、

セミナー内容と受講者の業務内容を比較したところ、セミナー受講者は、中央レベルのセミ

ナー内容と関連する部署と、プノンペン税務署及び地方税務署の所長もしくは副所長から構

成されており、受講者の選考プロセスは妥当であったといえる。 
ｂ）簿記会計研修のスキルは税務調査に直接的に有効であることから、研修受講にあたっては、

実額課税を担当する職員が優先的に選考された。しかしながら、前述した JICA カンボジア

事務所が独自に実施した評価調査結果によると、研修受講者の基礎知識、出欠状況のばらつ

きが効果的な学習効果への阻害要因の一部として指摘されており、教育バックグラウンドが

十分でない受講者への事前の補完的な研修実施等の支援、より厳しい出欠管理が実現されれ

ば、更なる効果が見込めたと考えられる。 
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第５章 評価結果 

 
５－１ 終了時評価の結論 

当初の設定どおりプロジェクト目標は、「職員個人の能力強化」という視点からは達成されたと判

断できるが、上位目標との関係でより体系的な人材育成を通じた租税総局組織全体の強化は自立発展

性確保のために必要であるが、その視点からは、依然として道半ばであり、今後は、より体系的な人

材育成を通じた組織全体の能力強化へ向けて、更なる努力が必要である。  
評価 5 項目のなかでも、妥当性は、「カ」国政府の歳入基盤強化の必要性と、それにおける租税総

局の果たす役割の重要性にかんがみ、非常に高いと判断される。また、同分野に対する他ドナーから

の支援が限られていることからも、JICA による支援の意義は大きい。一方、有効性と効率性の達成

度合いには、ばらつきがみられる。これまでに払われてきた日本側と「カ」国側の甚大な努力の成果

が、プロジェクト目標達成のために更なる活動と投入がなされれば、より効率的で確固たるものにな

ることが見込まれる。近年にみられる租税総局による税収額の大幅な増加からも明白であるが、同局

は既に税務行政と税政策の改善に向けて精力的な取り組みを積み重ねており、そのコミットメントと

今後の自助努力の見通しは明るいと判断できる。 
 
５－２ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から非常に高いと判断される。 
 
（１）「カ」国のニーズと国家政策への妥当性 

歳入の強化は「カ」国政府にとって最重要課題の一つとなっている。図５－１にあるように、

「カ」国政府は、国の財政赤字補填を外部資金、なかでも特に開発援助に頼っているのが現状で

ある（2010 年は資本支出の 50％程度に達する見込み）。関係当局の努力にもかかわらず、GDP
に対する税収の割合は依然として 10％以下にとどまっており（図５－３）、12～16％程度の近隣

諸国7と比較しても低い。 
また、国内における徴税は、納税義務意識の不足、政府による各種免税措置、インフォーマル

経済の存在などの要因から困難となっており、「カ」国政府にとって、さまざまな理由から民間

セクターの経済活動の全体を把握することが容易ではない。このような状況から、租税総局によ

る税収は少なく（図５－２）、租税総局の税務行政能力強化は、重要かつ必要不可欠な取り組み

となっている。加えて、各種自由貿易協定への参加に伴い、関税の引き下げもしくは撤廃が予定

されていることから、貿易関連の税収は減少傾向にある。 
 

                                                 
7 タイ 16％、ベトナム 14％、インドネシア 12％（IMF, Article IV Mission, Staff Report, 2007） 
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図５－１ 「カ」国の財政赤字（2004～2010 年） 
 

 
図５－２ 「カ」国の歳入 

（単位：％） 
 
 

 
 
 
 
 

 
図５－３ 「カ」国政府による税収の GDP 比（2004～2008 年） 

 
「カ」国政府は、2004 年に策定した四辺形戦略（Rectangular Strategy）において、グッドガバ

ナンスを開発の中核かつ前提条件と位置づけており、同年 12 月には「公共財政管理改革プログ

ラム（PFM-RP）」を立ち上げ、ドナーとの共同作業の下、予算の信頼性向上、公共支出システ

出所：IMF4 条ミッション資料を基に終了時評価ミッションが作成 
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ム効率化、歳入基盤強化等に関する改革を実施中である。税務行政に関する人材育成への取り組

み、税務行政効率化や歳入基盤の強化は「カ」国の国家政策と合致しており、優先度の高い課題

となっていることから、国家政策上の観点からも、本プロジェクトの妥当性は高い。 
このように、同分野への取り組みは喫緊の課題となっているが、租税総局に対する他ドナーの

支援は限られていることから、JICA による支援の妥当性は非常に高いといえる。 
 
（２）日本の政策への妥当性 

本プロジェクトは日本政府の政策とも整合性が高い。わが国の「カンボジア国別援助実施計画」

では、「持続的な経済成長と安定した社会の実現」を重点分野の一つに選定し、その中で「５つ

の改革支援8とグッドガバナンス」への支援を行うとしている。また、JICA としては「国別援助

実施方針」の中で、重点開発課題として、グッドガバナンスの強化を挙げている。他の協力プロ

ジェクトや財政支援プログラムとあわせた支援によって PFM-RP の達成に貢献するため、

「PFM-RP の核となる政策、制度改革の改善」及び「歳入基盤の強化」に取り組んでおり、本プ

ロジェクトは、PFM-RP の中心的な柱の一つとなっている。 
 
５－３ 有効性 

本プロジェクトの有効性は、「職員個人の能力強化」という視点からは高いといえるが、プロジェ

クト活動を通じて習得した知識や技術を日常業務で活用するために必要な環境や体系的な人材育成

制度の整備といった、租税総局組織全体の強化へのアプローチは限定的であった。 
 
（１）プロジェクト目標の達成度 

当初の設定どおりプロジェクト目標「租税総局の能力が向上する」は、「職員個人の能力向上」

という視点からは達成された。インタビューや質問票の回答から、多くの職員が、プロジェクト

活動を通じて学んだ分野に対する知識と理解が深まったと認識していることが確認された。プロ

ジェクトのセミナーや研修では、中央レベルの職員のみならず、プノンペン市税務署、地方税務

署職員も対象としていたことから、全国レベルでの職員の知識水準の向上に貢献した。 
その一方で、上位目標で目指す「租税総局組織全体の能力強化」という意味での達成度は限定

的である。租税総局の組織の能力強化や人材育成の改善へのアプローチは十分とはいえず、①職

員間でのオンザジョブ・トレーニング（OJT）を通じた組織的な知識共有の促進、②セミナーや

研修の成果を活用してガイドラインやマニュアル等を作成し、業務の統一化を図るなど、習得し

た知識や技術を実務で活用していくための環境の整備、③体系的な人材育成システムの確立、に

対する貢献は限定的であった。  
 
（２）成果とプロジェクト目標の因果関係 

本プロジェクトは、税務行政に関するセミナー、本邦研修、簿記会計研修、国税学校の整備を

組み合わせた活動となっている。租税総局職員の能力は、これらのセミナーや研修を通じて強化

され、プロジェクト目標の達成につながった。「カ」国では、長期にわたる内戦の影響により、

人的資源の不足が著しいことからも、本プロジェクトを通じた人材育成の強化は、適切なアプロ

                                                 
8  行政改革、財政改革、兵員削減、自然資源管理、社会セクター 



－19－ 

ーチであった。しかしながら、前述したとおり、①習得した知識を実務で活用する組織的な支援、

包括的な人材育成への取り組みが限られていた、②詳細は次項「５－４ 効率性」で述べるが、

習得した知識や技術の日常業務での活用を確実なものとするための投入や具体的な活動が限ら

れており、達成された成果が「租税総局の能力強化」という意味での目標の達成に貢献するため

には、体系的な人材育成のための環境やメカニズムの整備が必要であった。 
 
５－４ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、項目によりばらつきがみられる。投入については職員個人の能力開発

には十分であったが、組織全体の能力開発には至らなかった。 
 
（１）専門家の派遣 

短期専門家は計画どおり派遣されており、本プロジェクトによる投入は職員個人の能力強化に

は十分であるといえる。また、租税総局職員とのインタビューの結果、日本の国税庁並びに税務

大学校からの短期専門家派遣は、他国の税務当局とのつながりを重視する租税総局にとって、良

い刺激となり、専門家の提案を積極的に取り入れるなどプロジェクト活動への取り組みを促進す

る要因となった。また、「カ」国の状況や本プロジェクトについて熟知している専門家の存在が、

フェーズ１で構築された信頼関係と相まって、円滑なセミナーや研修の実施を可能にした。 
しかしながら、専門家の派遣人数、派遣期間、派遣の形態について、更なる改善が必要であっ

たと判断される。租税総局職員へのインタビューや質問票への回答から、短期専門家の派遣期間

や派遣頻度が、そのニーズと比較すると不十分である、セミナー期間を長くして、より多くのケ

ーススタディとディスカッションがあれば研修受講生の理解が確実なものとなったのでは、との

意見も聞かれた。短期専門家の指導の下にディスカッションを実施することで、セミナーで習得

した日本の例と、それとは経済・社会情勢の大きく異なる「カ」国の実務でどのように活かして

いくかなど、具体的な議論、意見交換ができれば、セミナーの更なる効果が見込めるであろう。 
さらに、OJT など日常業務での技術指導や助言にあたる専門家の投入がより長期にあれば、セ

ミナーや研修で習得した知識や技術の実務での活用までのフォローアップが可能となり、プロジ

ェクト活動の成果がより効率的かつ効果的なものとなったのではとの評価が得られている。本評

価結果の M/M 署名式にて租税総局長による「教材やマニュアルを職員のみで作成するのは、そ

の能力と経験の制約から限界がある。セミナーの前に、短期専門家による教材やマニュアル作成

の支援、実務での指導があれば、非常に効果的である」とのコメントからも明らかなとおり、租

税総局側独自の努力に加え、実務レベルにおいて、職員が習得した知識や技術を日常業務で活用

することを側面支援し、より長期に専門分野での指導にあたる専門家の必要性は高い。 
 

（２）成果の達成度 
「４－３ 活動及び成果達成状況」で述べたとおり、各成果はおおむね達成されているが、以

下の理由などより、達成が十分でないものもある。 
 

１）C/P のプロジェクト活動へのかかわり 
本プロジェクトに配置された C/P の人数は十分であり、適切な職務の職員が充てられた。し

かし、「カ」国が 2008 年以降の経済危機の影響を受け、上位機関によって指示に基づき、優先
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順位が高く緊急の課題である税収増加のための日常業務に優先的に従事せざるを得ず、プロジ

ェクト活動へのかかわりが限られた職員もいた。 
２）税務行政をとりまく環境の頻繁な変化と規制追加 

急激な経済発展に伴う税務行政をとりまく環境の変化とそれに伴う追加規制の作成は、短期

専門家によるセミナーの重点分野やニーズの確定と長期的な視野に立ったセミナー計画の立

案を難しくさせており、準備期間にも悪影響を及ぼすとともに、日本側のリソースを十分に活

用することができなかった。この環境の変化は、国税学校の職員対象のトレーニングカリキュ

ラムやトレーニングプログラムの作成や修正にも影響を与えており、成果２の達成度にも影響

を及ぼしている。 
 

５－５ インパクト 

本プロジェクトは上位目標「カンボジア国税局（租税総局）の税務行政能力が強化され、税務業務

がより効率的かつ効果的に実施できるようになる」の発現に向けて正しい方向に進んでいる。図５－

４に示すとおり、租税総局による歳入額は、プロジェクト開始時と比較して２倍に増加しており、飛

躍的な伸びをみせている（2006 年 7,680 億リエルから 2009 年１兆 5,430 億リエル）。 
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図５－４ 租税総局による歳入 

 
経済危機に対応した徴税業務が増えたことにより、税務調査の件数が減少しているが（図５－５）、

それにもかかわらず、税務調査による徴税額は、2009 年に微減したものの増加している（図５－６）。

また、税務調査１件当たりの徴税額は増加傾向にある（図５－７）。税務調査の効果及び効率性の向

上がうかがえる。租税総局職員へのインタビューによると、税務調査の際に、セミナーで習得した知

識を基に、自信をもって納税者のミスや虚偽記載を発見できるようになったこと、また、租税総局職

員が正しい知識を習得していることを知らしめることで、納税者や事業者に対して納税義務遵守の意

識が醸成されたとの報告もあった。 
 
 
 

出所：租税総局提供資料を基に終了時評価ミッションが作成 

（単位：100 万リエル） 
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図５－５ 税務調査の件数 
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図５－６ 税務調査による徴税額 
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図５－７ 税務調査 1 件当たりの徴税額 

出所：租税総局提供資料を基に終了時評価ミッションが作成 

出所：租税総局提供資料を基に終了時評価ミッションが作成 

出所：租税総局提供資料を基に終了時評価ミッションが作成 

（単位：100 万リエル） 

（単位：100 万リエル）
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しかしながら、租税総局全体としての組織の能力強化、職員間での組織的な知識共有のメカニズム

構築、習得した知識の実務での活用を促進する環境の整備、体系的な人材育成システムの確立に対す

るプロジェクトの貢献は限定的であり、現時点では上位目標達成の可能性は高いとは判断できない。 
さらに、租税総局は、2008 年に国税局から昇格したばかりであり、新しい組織としての歴史が浅

く、前述の日々刻々と変化する租税環境と相まって、組織としての基礎固めに注力せざるを得ず、上

位目標の達成に貢献する環境を整備するためリソースを割くことが比較的難しい状況にあるといえ

る。上位目標達成のためには、①職員への十分なインセンティブの付与（財政的及びモラル）、②事

業数や事業の経済活動など税務行政に必要な信頼性のあるデータや情報の入手、③IT 化を含むバッ

クオフィス機能の強化、などに対する組織としての包括的な支援や環境の強化も必要であろう。 
 
５－６ 自立発展性 

本プロジェクトを通して得られた成果レベルでの効果の自立発展性は、現時点で高いと判断できる

が、プロジェクト全体の効果の自立発展性を確保する条件の整備状況は限定的と判断される。 
 
（１）政策面 

政策面において、プロジェクトの成果レベルでの効果の持続性の見込みは高い。「カ」国政府

は 2015 年までに歳入基盤の改革を含む PFM-RP の達成を宣言している。また、租税総局幹部も

税務行政の改善を優先順位の高い課題として取り組んでいく旨を表明している。 
 
（２）組織面／財政面 

租税総局は、引き続き徴税機関として重要な役割を果たしていくことが確認された。プロジェ

クト終了後も、税務行政に関するセミナーと簿記会計研修の継続、必要予算の確保に関して強い

コミットメントが示されているが、以下のとおり、特に財政面において見通しが不明確である。 
１）税務行政分野における人材育成機関である国税学校は、その果たす役割は大きく、教材整備

等の努力が進んでいるものの断片的にとどまり、完全に機能するまでの見通しは不明確であり、

現時点で包括的で体系的なトレーニングを提供するために必要なプログラムが十分強化され

たとはいえない。さらに、トレーニング講師へのインセンティブや報酬、その他の予算を確保

する対策はとられていない。 
２）職員の個人的な努力への強いコミットメントはあるものの、既に述べたとおり、体系的な知

識共有のメカニズムがないこと、習得した知識の実務での活用や人材育成の環境整備など組織

の能力向上に対するアプローチが不十分であったことから、プロジェクトの効果を持続、発展

させることは困難であるといえる。 
３）租税総局は、プロジェクト終了後も、税務行政に関するセミナーを継続的に実施していく計

画であり、現在不定期な短期トレーニングが実施されている。セミナーにかかる交通費や宿泊

費などのトレーニング予算はプロジェクト期間中も「カ」国側が負担しており、プロジェクト

終了後も予算の確保に関して強いコミットメントを示しているものの、予算確保の可能性は依

然として不明瞭であり、政府の財政状況次第となっている。 
４）租税総局は、プロジェクト終了後の地方税務署とプノンペン市税務署職員対象の簿記会計研

修の実施も同様に計画しており、研修受講者の宿泊費や交通費などのトレーニング費用の確保
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に関し強いコミットメントを示しているものの、講師への謝金については確実とはいえない。 
５）租税総局は本プロジェクトの自立発展性に関して、オーナーシップと強いコミットメントを

表明してきた。しかしながら、2008 年から直面している経済危機の影響で税収の低下が見込

まれるなか、政府目標では 2010 年は前年よりも税収を 30％増やす計画となっていること、な

どから、租税総局の重要な役割の一つである歳入増加に直接貢献する徴税業務が優先されるこ

ととなり、人材育成の重要性は認識されつつも、取り組みの優先順位が相対的に下がる可能性

は否定できない。 
 
（３）技術面 

簿記会計研修において、４名の内部講師が養成され、講師として初級コース並びに中級コース

を担当した実績もあり、同研修の技術面における自立発展性は確保されている。研修受講者の学

習効果を上げるためには、研修コースのより適切な管理と受講態度及び出欠状況の管理が必要で

ある。 
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第６章 提 言 
 
６－１ JICA への提言 

（１）租税総局に対する支援の妥当性 
既に述べられているとおり、本プロジェクトの妥当性は非常に高いことが認められており、

「カ」国政府の歳入強化を達成するために租税総局を支援していく意義は大きい。さらに、本プ

ロジェクトのインパクトを最大限に活かし、定着・発展させていくためにも、「カ」国政府の自

助努力を促進しつつ、本分野への支援を継続していくことを提言する。 
（その他、プロジェクト・デザインに関する提言は、本文「７－２ 教 訓」の項参照） 

 
６－２ 「カ」国租税総局への提言 

（１）税務行政の改善に向けた継続的な取り組み 
近年、租税総局による税収は増加しており、引き続き税収向上に向けた税政策と、税務調査、

納税者サービス等の税務行政の更なる改善への努力を続けることを提言する。PFM-RP において

租税総局が果たす役割は重要であり、「カ」国政府並びに他ドナーからの支援を得ながら、更な

る取り組みが期待される。 
 
（２）組織的な環境・制度整備 

職員が日々の徴税業務にのみ専念するのではなく、効率的かつ効果的な税務行政を実現す

ることによって、ガイドラインやマニュアルの作成、人材育成などの長期にわたる活動に従

事できるような環境を整備することが必要である。職員がセミナーや研修で習得した知識を

幅広く普及し、実務での活用を推進するために、組織的な支援や包括的な人材育成プログラ

ムの開発への取り組みが必要である。 
 
（３）人材育成への取り組み 

租税総局による包括的な人材育成への取り組みは始まったばかりである。14 のワーキンググ

ループによって教材が開発され、不定期な短期トレーニングが開始され、新採用職員対象のトレ

ーニングプログラムも実施された。今後は、各セミナーや研修の到達目標を明確に設定し、職員

のキャリアパスや業務内容、レベルに応じた包括的な人材育成プログラムを構築していく必要が

ある。プロジェクト活動の短期専門家による税務行政セミナー並びに簿記会計研修のトレーニン

グ費用（参加者への交通費と宿泊費）を租税総局が負担していたことは、特筆すべきであり、こ

のような取り組みを継続していくことが望まれる。 
 
（４）実施途中の活動のフォローアップ 

職員倫理規程や職員評価方法の検討、ガイドラインやマニュアル作成などの実施途中の活動に

引き続き取り組み、プロジェクト終了までに完成させることを提言する。また、国税学校に関し

ては、税務行政分野の人材育成機関として重要な役割を果たすことから、適切な人員配置や予算

措置を伴った体系的なトレーニングプログラムを早期に開始することが望まれる。 
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（５）税務行政セミナーと本邦研修の積極的な活用 
今後の主なプロジェクト活動として、３月に 20 名の C/P の本邦研修への参加と、６月の税務

行政セミナー実施が予定されている。これらの活動の成果を最大限に活かし、本調査で不十分で

あることが確認された「組織の能力強化」を達成するため、①税務行政セミナーで「習得した知

識や技術の実務での活用」に関して議論する場を設けること、②本邦研修の帰国報告会を通じた

知識や経験の共有、研修生のアクションプランの実施に対する定期的なフォローアップの実施、

を提案する。 
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第７章 調査団総括と教訓 
 
７－１ 調査団総括 

本プロジェクトは、「カ」国の政府歳入に占める税収の割合が周辺国と比べても低いこと、短・中

期的には現在税収全体の７割強を占める貿易関連の税収が貿易自由化に伴い低下していく傾向にあ

ること、また、長期的には財政赤字の大部分を補完しているドナーによる援助が減少していく見通し

であることにかんがみ、国税収入の増加は同政府の安定的な財政維持には不可欠との認識の下、同政

府が推し進める PFM-RP を支援する形で開始された支援案件である。 
税務調査の実施に必要となる基本的知識の定着を目指したフェーズ１（2004～2007 年）での経験

を通じて、租税総局の人材育成に対する問題意識がより明確になったことに基づき、本プロジェクト

は、税務行政に関する制度整備や総合的人材育成を更に進めることを目標に、2007 年より３年間の

予定で開始された。一方、投入は、プロジェクト調整の長期専門家１名と、日本の国税庁からの短期

専門家派遣（１回につき約１週間）が年６～８名と限られていたこともあり、職員個人の能力強化に

は貢献していたが、組織・制度の構築を含む能力開発には至っていなかった。かかる状況の下、2009
年４月に実施した運営指導調査では、協力の成果が個人の知識向上のみに終始しないよう、教材開発

や勉強会の開催等を通じてこれまでの成果品を含めて体系的に整理することにより知識の蓄積や共

有が図られるツールや仕組みを、「カ」国側と共に作成していくこと、また、租税総局が自らのイニ

シアティブで日本側の知識を基に人材育成制度などの制度構築を図ることの重要性を認識させるこ

となどに留意し、今後１年で達成すべき到達目標や活動の設定を行った。その後、プロジェクトでは、

運営指導調査による提言に基づき、成果品の作成や研修効果の向上に向けた各種対応が進み、順調な

活動が続けられた。 
今般の終了時評価調査は、プロジェクト終了を約３カ月後に控え、第一に、「JICA 事業評価ガイド

ライン（改訂版）」に基づき、プロジェクトの当初計画と活動実績、計画達成状況の確認、評価５項

目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基づく評価を行い、結果を合同評価報告

書（JER）に取りまとめて先方と合意すること、第二に、プロジェクト終了までの活動に対する提言

や、今後の「カ」国における税務行政に関する改革や JICA 支援の方向性につき協議を行うこと、を

目的に実施された。特に、前者の評価部分では、本プロジェクトが租税総局の能力強化、税務行政の

強化においてどのような貢献を果たすことができたのかについて整理し、今後の教訓を引き出すこと

に主眼が置かれた。 
評価調査自体は、連日長時間にわたるインタビューや協議が続いたが、租税総局側の全面的な協力

により終始順調に進められた。以下、先方と署名・合意した JER で確認された主な評価結果につい

て簡単に述べたい。 
 
（１）案件の妥当性 

評価５項目のうち際立って高い評価が得られたのが妥当性であった。前述のとおり、政府歳入

に占める税収の低さ、租税総局による徴税額の低さ、今後の関税収入の低下の見通しや、外国援

助からの脱却の必要性に加え、租税総局に対する他ドナー支援がほとんど存在しないことなどに

かんがみ、本プロジェクトは、「カ」国政府のニーズに非常に合致しており、政府が重視する

PFM-RP を含めた政府政策を後押しする重要かつ妥当性の高い案件だったと評価される。直接的

な関係については断言することは難しいが、プロジェクト開始後、租税総局による税収はほぼ２
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倍に増加し、税務調査 1 件当たりの徴税額の増加などからかかる調査の効率性向上が確認されて

おり、本件は、これら数値からうかがわれる租税総局による税務行政強化に貢献した、非常に時

宜を得た支援だったといえる。租税総局、他ドナーの間でも、日本による租税分野の支援に対す

る認知度・評価は高い。 
 
（２）プロジェクト目標の達成度 

今般の評価調査を通じて、本プロジェクトは、当初プロジェクト目標で想定している租税総局

職員個人の能力強化には十分な効果を発揮できたという点が確認された。短期専門家によるセミ

ナーや簿記会計に関する国内研修の結果、租税総局職員個人の知識や技術、業務に対する自信が

向上し、一部職員やセクションでは、新たに得られた知識を実際の税務調査や各種教材・マニュ

アル作りに活かす努力が払われてきたことが確認された。 
一方、先の運営指導調査においても指摘したとおり、本プロジェクトのより高い自立発展性の

確保のためには、租税総局組織全体の能力強化が必要であったが、それに対する貢献は限られて

いることも確認された。特に、技術移転の成果の共有や日常業務への適用や、体系的な人材育成

制度の構築に関し、「カ」国側、日本側双方の更なる努力が必要だったと評価される。例えば、

租税総局は、組織全体でよりシステマティックに技術移転の成果の共有や日常業務への適用を促

すような、支援、監督やモニタリングを行うことが必要だったと考えられる。日本側については、

今般の調査におけるインタビューや協議を通じ、日本の税務行政に関する講義に加え、これらを

いかに「カ」国の現状に適用できるかを共に検討し、OJT を通じて実践を支援するようなより長

期的な専門家の投入が有益だったのではとの評価を得ている。特に後者の点については、長期に

わたる内戦により基礎教育を受けた人材層が限られる「カ」国では、知識を業務に適用する応用

力の強化に対する支援は不可欠である。JICA による他の技術協力案件や、昨今行われた租税総

局支援ニーズアセスメント（世銀支援）からの教訓でも、かかる支援には現地の事情に十分精通

したより長期滞在型の専門家の投入が鍵となるとの認識が導き出されている点が想起される。 
 
（３）教 訓 

JER でも述べられているとおり、以上の評価結果より得られた教訓として、JICA が従来から提

唱しているキャパシティ・ディベロップメント（Capacity Development：CD）支援の考え、すなわ

ち「キャパシティ」を「途上国の個人、組織、社会などの複数のレベルの総体としての課題対処

能力」ととらえ、これらに総体的に作用するような支援を行うこと、その一つの視点として、組

織に焦点を絞って、人的資源や業務プロセス、組織の体制などにも広く働きかけることが重要9、

という点が再確認されたといえる。 
今回の調査における協議は、租税総局側にとって、本プロジェクトに対する評価を整理し、今

後租税総局として努力すべき点につき認識を高める機会としても有効に機能したと考えられる。

協議では先方より、これまで日本側も十分に認識しきれていなかった独自の取り組みについて説

明があったうえで、評価報告書で指摘された改善点を真摯に受け止め、努力を続けたいとのコメ

ントを得ることができた。特に、組織能力の強化には、組織ぐるみの取り組み、それに対するマ

                                                 
9 JICA 国際協力総合研究所『キャパシティ・アセスメント・ハンドブック ─キャパシティ・ディベロップメントを

実現する事業マネジメント─』2008 年 
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ネジメントレベルからの支援と監督が不可欠である点、先方にも再確認を行った。これらの教訓

や改善案は各種成果物作成を含めたプロジェクト終了までの取り組み、更には、今後の税務行政

の向上に向けた各種改革に活かされることが期待される。 
なお、この機会を利用して、平成 22 年度向け要望調査にて「カ」国政府より要請されている

新規案件の方向性に関し、本要請の採択は引き続き日本側での最終判断を待つ必要があるとの前

提の下、租税総局との協議を行った。具体的には、「カ」国政府歳入の強化といった観点から、

支援継続の妥当性が高い点について関係者に説明しつつ、前述の教訓を十分に考慮に入れながら、

より効果的に国税収入の増加に貢献するための策について議論を行った。その結果、新たな税項

目の創設を含めた税政策支援よりも、現行の制度内で税務行政強化を支援するほうが現実的かつ

有効という点につき大方の共通認識が得られた。支援内容としては、現時点で出されている「カ」

国側の要請は範囲が広く、また、一部は他ドナーの支援が入る可能性がある分野があること、さ

らに、日本側で確保可能なリソースに限界がある点にもかんがみ、内容の絞り込みが必要との認

識を共有した。そのうえで、新規案件が採択された場合には、「納税者登録拡充」「一部税務調査」

「一部人材育成」を組み合わせた活動を含める方向で議論を継続することとなった。運営指導調

査の際にも述べたが、本格的な国税収入の増加のためには、租税制度そのものの改革から始まり、

他政府組織と同様、給与体系や倫理規定を含む人事制度など、租税総局の組織的な問題に対処し

ていく必要がある。このような問題の解決には、わが国のみの対応では当然限界がある。昨今、

世銀や米国をはじめとした他ドナーが租税総局の能力向上に関心を示しつつあることにかんが

み、PFM-RP の枠組み内で政府・ドナーが連携し、租税総局の改革を支援していくことが賢明と

考えられる。わが国としてはこれまで租税総局とともに築いた信頼関係や実績の下に、かかるセ

クター全体の議論にも積極的に貢献していくことが期待される。 
 
７－２ 教 訓 

（１）キャパシティ・ディベロップメント（CD） 
前項「７－１ 調査団総括」の（３）でも述べたとおり、本調査においても「キャパシティ」

を「途上国の個人、組織、社会などの複数のレベルの総体としての課題対応能力」ととらえ、こ

れらに総体的に作用するような支援を行うことの重要性が再確認された。技術協力において、組

織の能力強化を達成するためには、個人の能力強化と、個人の能力強化を組織的な強化に昇華さ

せるためのアプローチ、OJT を通じた技術移転の成果の共有や日常業務への適用を促進する支援、

体系的な人材育成制度の構築など、制度構築や環境整備を支援する具体的な活動を組み込んだプ

ロジェクト・デザインが必要である。 
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出所：JICA 国際協力総合研究所「キャパシティ・アセスメント・ハンドブック」 

図７－１ キャパシティをどのようにとらえるか？ 
 

短期のセミナーや研修は、個人の知識や技術を向上させるには有効であるが、組織の能力強化

につなげるためには更なる投入と活動が必要である。組織の能力強化を支援するためには、日本

側と「カ」国側からのより多くの投入と組織だった支援が必要といえる。特に、内戦の結果、基

礎教育基盤の弱い「カ」国にとって、得た知識をそのまま日常業務への応用を行える人材はまだ

まだ限られており、日本側からは前述のとおり、専門家によるより長期にわたる支援もしくは、

同一の短期専門家を数度にわたって派遣するなど派遣形態の工夫により、体系的な知識共有や実

務での活用を確実なものとする環境整備、包括的な人材育成プログラムの開発を行うことが不可

欠といえるだろう。 
 
（２）プロジェクト達成目標の明確化と共有 

プロジェクト形成の段階において、プロジェクトが目指す達成目標や期待される事業効果、案

件コンセプト、成果の判断基準を明確化し、C/P 機関と共有することが重要である。同様に、活

動レベルにおいても、研修等を実施するにあたり、研修の達成目標や研修受講生の学習目標を明

確化することが必要である。C/P と共通の問題認識をもち、達成目標を共有することで、プロジ

ェクトの効果的な活動展開が可能となる。さらに、組織強化を達成するためのアプローチが限定

的であったことは繰り返し述べたが、プロジェクト形成の段階において、組織強化に必要なアプ

ローチ、具体的な活動を明確化し、C/P と共有することが重要である。 
 
（３）具体的な成果の提示 

本プロジェクトでは、2008 年７月のテレビ会議によって、セミナーの実施にあたり、事前に

短期専門家に対して「カ」国の状況と課題を共有するという提案がなされ、その後、租税総局に

制度・社会（institution, society） 

個人や組織レベルの能力が発揮されるために必要な

「enabling environment」や「条件」。政策枠組み、法制度、

政治制度、市場経済制度等 

組織（organization） 

各組織に与えられた（もしくは自ら設定した）目的を達

成していくために必要な、リーダーシップ、組織管理体

制（人事給与システム、意志決定プロセス等含む）、組

織文化等 

個人 

個人の知識と技能。行動目標を適切に設定し、またそ

れら知識・技能を生かしつつその目標を達成しようと

する意思（motivation）や実行力等 

C C  

誰のどのようなキャパシティか 

キャパシティがどのように変化したか 
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よって実行に移された。また、2009 年４月に実施された運営指導調査の際に具体的な成果品の

作成（ガイドラインやマニュアルなど）の意義や必要性が明示されたことにより、その後の租税

総局での取り組みが加速された。このように、具体的な活動改善提案に沿った活動支援が効果的

である。ただし、成果品の作成にあたって、プロジェクトとしてのかかわり方が明確にされてい

なかった。実務における専門家による指導が確保され、プロジェクトとしてどのように支援する

かが明確にされていれば、より効率的な成果品作成への取り組みが可能であったといえる。 
 
（４）他国の例や経験を知ることと、自国に適用させて発展させること 

本プロジェクトの税務行政セミナーでは、日本の例を紹介しながら「カ」国の状況に合わせた

講義を展開していた。しかしながら、特に税務調査においては、日本と「カ」国で調査対象業種

の商慣習などが異なるため、内容によっては、「カ」国では適用が難しいものもあった。租税総

局は業種に対する基礎知識も不足しているため、セミナー中に確認しながら、実際の商慣習に沿

った講義を進めることは難しい。そのため、現在実施しているようなセミナーの受講前のセクタ

ーに関する知識習得をより積極的に組織的に継続していくことは重要である。また、セミナー実

施後、租税総局が主体的に、「カ」国の状況に合わせたガイドラインやマニュアルの成果品にま

とめて活用する取り組みを促進しつつ、プロジェクトによるセミナーを「他国の例を知る」とい

う一過性のものではなく、職員の行動変容や組織の強化に発展させるためには、実務レベルでの

指導や支援が必要であるといえる。 
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